
中運局公示第１０７号

公 示

事業者計画の認可基準について

特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に関する特

別措置法等の一部を改正する法律（平成25年法律第83号）の施行に伴い、「事業

者計画の認可基準」を下記のとおり定めたので公示する。

平成２６年１月２７日

中部運輸局長 野 俣 光 孝

記

１ 認可

(１) 中部運輸局長は、事業者計画の認可申請書（特定地域及び準特定地域に

おける一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に関する特別措置

法施行規則（平成21年国土交通省令第58号。以下「施行規則」という。）

第３条の９第２項から第５項までの規定により添付又は提出される書類を

含む。）を審査し、申請に係る事業者計画が２の認可方針に適合している

ことを確認した上で認可を行うものとする。

(２) (１)の認可をする場合、中部運輸局長は、施行規則第３条の９第２項か

ら第４項までに規定するもののほか、必要に応じ、登記事項証明書その他

必要な書類の提出を求めるものとする。

(３) 認可を受けた事業者計画（以下「認可事業者計画」という。）の変更の

認可に当たっては、中部運輸局長は、認可事業者計画の変更の認可申請書

（施行規則第３条の10第２項に規定する添付書類及び施行規則第３条の10

第３項の規定により準用する施行規則第３条の９第２項から第５項までの

規定により添付又は提出される書類を含む。）を審査し、申請に係る認可

事業者計画が２の認可方針に適合していることを確認した上で変更の認可

を行うものとする。

当該変更の認可をする場合については、(２)の規定を準用する。この場

合において、(２)中「施行規則第３条の９第２項から第４項まで」とある

のは、「施行規則第３条の10第３項において準用する施行規則第３条の９

第２項から第４項まで」と読み替えるものとする。

(４) (１)及び(３)の審査に要する標準的な期間は、申請の日から３ヶ月とす

る。

２ 認可方針



特定地域及び準特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び

活性化に関する特別措置法（平成21年法律第64号。以下「法」という。）第８

条の７の規定を踏まえ、事業者計画の認可基準を以下のとおりとする。

(１) 事業者計画の認可の申請者

① 法第８条第１項の規定に基づく協議会（以下同じ。）が認可特定地域

計画を作成した際に当該協議会の構成員として当該認可特定地域計画の

作成に合意をした一般乗用旅客自動車運送事業者（以下「合意事業者」

という。）であること。

② 活性化措置の実施主体として認可特定地域計画に定められた合意事業

者であること。

(２) 事業者計画の認可の取得期限

合意事業者は、中部運輸局長が認可特定地域計画の内容等の公表後、６

月以内に事業者計画を作成し、認可を受けること。

(３) 事業者計画に定める事項

① 各合意事業者が行う減車又は営業方法の制限により削減する一般乗用

旅客自動車運送事業（法第２条第１項に規定する一般乗用旅客自動車運

送事業。以下「タクシー事業」という。）の供給輸送力

② 各合意事業者が行うタクシー事業の供給輸送力の削減の方法

③ 各合意事業者が行う減車又は営業方法の制限により削減するタクシー

事業の供給輸送力の削減の実施時期、事業用自動車の運転者（以下「タ

クシー運転者」という。）の労働条件、事業者計画の作成時及び実施後

における事業用自動車（法第２条第９項に規定する事業用自動車をいう。

以下「タクシー車両」という。）の数又は営業方法、その他各合意事業

者が行うタクシー事業の供給輸送力の削減に関し必要な事項

なお、営業方法の制限による供給輸送力の削減を行う場合にあっては、

作成時における営業方法及び実施後における営業方法のほか、その表示

に関する事項

④ 認可特定地域計画において活性化措置の実施主体とされた合意事業者

にあっては、当該活性化措置の内容、実施時期、実施に必要な資金の額

及びその調達方法、活性化措置の効果その他施行規則第３条の７及び第

３条の８に規定する事項

(４) 認可特定地域計画との整合性

事業者計画に定める事項が、法第８条の２第１項に定める認可特定地域

計画に照らし適切なものであること。

特に、特定地域計画に定める削減すべき供給輸送力及びその削減の方法

が、供給過剰の状況を是正するために必要かつ最小限度の範囲内のもので

あって、特定の一般乗用旅客自動車運送事業者（法第２条第２項に規定す

る一般乗用旅客自動車運送事業者。以下「タクシー事業者」という。）に

対し不当な差別的取扱いをするものでなく、かつ旅客の利益を不当に害す

ることのないようにしなければならない旨が記述されていることから、供

給輸送力の削減が必要以上に過大でないこと、保有車両数の規模により供

給輸送力の削減を決めるなどして特定のタクシー事業者に偏っていないこ

と、多数の事業者が需要の多い曜日に偏った営業方法の制限を行わないこ

となどが具体的な内容に照らし、適切なものであることが確認できるもの

であること。



(５) 供給輸送力削減の確実遂行性

事業者計画に定める事項が認可特定地域計画に定める減車又は営業方法

の制限によるタクシー車両の削減（以下「供給輸送力の削減」という。）

を確実に遂行するため適切なものであること。

具体的には、事業者計画に定める供給輸送力の削減について、地域公共

交通としての機能を十分に発揮でき、地域の需要に応じた適切な供給量と

するため必要かつ最小限度の供給輸送力であって、減車による供給輸送力

の削減、特定の曜日等の営業方法を制限することによる供給輸送力の削減

について、施行規則第３条の７第３号又は第４号に定める事業者計画の作

成時及び実施後におけるタクシー車両の数又は営業方法が具体的に定めら

れ、かつ、その方法及び実施時期が具体的な内容に照らし適切なものであ

ることが確認できるものであること。

なお、営業方法の制限による供給輸送力の削減を行う場合にあっては、

協議会の構成員による確認や事業者同士が相互に確認ができる体制の構築

及び営業方法の表示に関する事項について、具体的な方法が記載されてい

ること。

また、実施時期については、短期（１年以内）、中期（特定地域の指定

期間内）等、逐次、供給輸送力の削減の実施状況の検証が行えるものであ

ることが確認できること。

(６) 道路運送法の基準との適合性

事業者計画に定める事項が道路運送法第15条第１項に規定する事業計画

の変更の認可又は同法第36条第１項に規定するタクシー事業の譲渡又は譲

受けの認可若しくは同条第２項に規定するタクシー事業者たる法人の合併

又は分割の認可を要するものである場合は、その内容が同法第６条各号に

掲げる基準に適合するものであること。

当該要件との適合性は「一般乗用旅客自動車運送事業（１人１車制個人

タクシーを除く。）の申請に関する審査基準について（平成14年1月18日付

け中運局公示第２４２号）」に定める基準等、既存の関連する公示に定め

る基準に適合することをもって判断するものとする。

(７) 活性化措置の確実遂行性

認可特定地域計画に定められた活性化措置を確実に遂行するため適切な

ものであって、認可特定地域計画に基づくタクシー事業の活性化、又はタ

クシー事業の譲渡又は譲受け及びタクシー事業者たる法人の合併又は分割

を推進するためのものであること。なお、具体的には以下の①から③まで

に掲げる事項が確認できるものであること。

① 当該事業者計画に定める活性化措置の内容が輸送需要に対応した合理

的な運営、法令の遵守の確保並びに運送サービスの質の向上及び輸送需

要の開拓を図り、もってタクシー事業の活性化に資する事業であること

を認可特定地域計画の内容から総合的に判断できるものであって、当該

活性化措置に関連して実施される事業が実施可能であることが合理的に

判断できるものであること。

また、施行規則第３条の８の規定に基づいて事業者計画に記載する「実

施に伴う労務に関する事項」等により、事業者計画に定める譲渡又は譲

受け及び合併又は分割の実施が、タクシー運転者の地位を不当に害し、

又はその労働条件を不当に変更することとならないこと等を確認するこ



ととする。

② 事業者計画に定める活性化措置の実施時期が具体的な内容に照らし適

切なものであること。

なお、実施時期については、短期（１年以内）、中期（特定地域の指

定期間内）等、逐次、供給輸送力の削減の実施状況の検証が行えるもの

であることが確認できること。

③ 事業者計画に定める活性化措置の実施に必要な資金の見積もり及びそ

の調達方法が適切なものであること。

３ 認可事業者計画の変更命令等

(１) 中部運輸局長は、合意事業者が正当な理由がなく、特定の曜日等の営業

方法を制限することによる供給輸送力の削減を定めた事業者計画の認可を

受けないときは、当該合意事業者に対し、事業者計画の認可を受けるべき

ことを命ずるものとする。

(２) 中部運輸局長は、事業者計画の認可を受けた合意事業者（以下「認可合

意事業者」という。）が正当な理由がなく、認可事業者計画に従って減車

による供給輸送力の削減を行っていないと認めるときは、営業方法の制限

のみによる供給輸送力の削減を定めたものに限り、当該認可合意事業者に

対し、当該認可事業者計画の変更を行うよう命ずるものとする。

(３) 中部運輸局長は、認可合意事業者が正当な理由がなく、認可事業者計画

に従って特定の曜日等の営業方法を制限することによる供給輸送力の削減

を行っていないと認めるときは、当該認可合意事業者に対し、当該認可事

業者計画に従って営業方法の制限による供給輸送力の削減を行うべきこと

を命ずるものとする。

(４) 中部運輸局長は、認可事業者計画に活性化事業が定められている場合で

あって、認可合意事業者が正当な理由がなく、当該認可事業者計画に従っ

て活性化事業を実施していないと認めるときは、当該認可合意事業者に対

し、当該認可事業者計画に従って活性化事業を実施すべきことを勧告する

ものとする。

(５) 中部運輸局長は、認可事業者計画の内容が、認可後の社会経済情勢の変

化等により、２に掲げる認可方針に適合しないものとなったと認めるとき

は、営業方法の制限のみによる供給輸送力の削減を定めたものに限り、当

該認可合意事業者に対し、当該認可事業者計画の変更を命ずるものとする。

附 則

この公示は、平成２６年１月２７日から適用するものとする。


